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平成21年度介護幸関州改定の視点（例）  
※ 下線部は、第57回介護給付費分科会（10月30日開催）提出資料から追加・修正した部分  

○ 平成21年度介護報酬改定では、平成17年制度改正等についての検証・評価を行うとともに 、  

1介護従事者の人材確保対策  
○ 介護従事者の給与水準や地域格差に関する問題、経営が苦しい小規模事業所に対する対応など、介護従事者   

の離職を防ぐための方策について検討を行う必要があるのではないか。   

→ 地域格差や小規模事業所への対応のほかに、介護従事者の処遇改善に資する措置としてどのような対応が  

可能か（例えば、手厚い人員配置への評価、介護福祉士等の有資格者の多い事業所への評価など介護従事  

者のキャリアアップの仕組みについての検討）。   

→ 平成20年介護事業経営実態調査の結果、他のサービスと比較して特に収支差率が低かった居宅介護支援、  

小規模多機能型居宅介護については、収支差率を踏まえ、経営の改善・安定化を図る方向で検討を行う必要が  

るのではないか  

2 高齢者が自宅や多様な住まいで療養■介護できる環境の整備（医療と介護の連携）  

○ 医療と介護の機能分化・連携に資する方策について検討を行う必要があるのではないか。   

が在宅で療 －→票介護高齢者養・介護てきるようにするため、医療と介護但機能分化・連携の推進方策について  

要がある㈱   

→訪問看護 リハビリテーション 短期入所療養介 居宅療養管理‡旨導といった医療系サービスlこついては、   

星企護高齢者が在宅で療養■介護できるようにする観点から、また、平成20年診療報酬改定との整合」皇を盈彪  

する観点から、見直しを検討する必要があるのではないか。   



3 認知症高齢者の増加を踏まえた認知症対策の推進   

O「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」報告を受け、介護保険サービスについて認知症に対する   
ケアの充実のための検討を行う必要があるのではないか。  

4 平成18年介護報酬改定で新たに導入されたサービスの検証  
○ 平成18年度に新たに導入されたサービス（新予防給付、地域密着型サービス）について、実施状況、効果等を  

踏まえ、必要に応じ見直しについて検討を行う必要があるのではないか。  
→例えば、介護予臨適所サービスlこついて利用者の要介 護状態の維持・改善を言平価する幸   
いて、算定状況、効果等を踏まえ、必要に応じて見直しを検討する必要があるのではないか  

所評価加算につ  

があるので  謝オスJ臥   → 地域密着型サービスについては、事業所の経営の安定化を図る観点からの   

はないか。  

5 サービスの質の確保、効率化等  
○事務作業の時間を減らしサービスを効果的かつ効率的に提供するため、要件・基準等の見直し、事務負担の軽   
減（書類の簡素化など）等について検討を行う必要があるのではないか。   

？瀬ビスの効果的な提供を推進しつつ、経営の安定化を図る必要があり、その   

際には、短時間の頻回訪問の推進等の観点も踏まえた検討や、サービス提供責任者に対する評価のあり方に  

ついて検討する必要があるのではないか。   

二」到えば適所系¢サービスにつ上1て、平均利用塵人員塵の規填で分捜する 定の慮り方についt 

行う必要があるのではないか。   

→質の高い介護サービスを提供する事業所を評価する特定事業所加算、介護予防通所サービスについて利用   
者の要介護状態の維持・改善を評価する事業所評価加算について、算定状況、効果等を踏まえ、必要に応じて  

見直しを検討する必要があるのではないか。  

■上   




